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第５章 競争政策に関する理論的・実証的基盤の整備等 

第１ 競争政策に関する理論的・実証的基盤の整備 

 １  はじめに 

いわゆる経済の高度化、ボーダーレス化等が進展する中で、公正取引委員会における競争

政策上の制度設計や法執行に関し、経済学的、あるいは法学的な分析の成果を取り入れる必

要性がますます高まっている。 

このような中、公正取引委員会は、平成 15年６月、事務総局内に「競争政策研究センタ

ー」（ＣＰＲＣ：Competition Policy Research Center）を発足させた。同センターでは、

中長期的観点から、独占禁止法の運用や競争政策の企画・立案・評価を行う上での理論的・

実証的な基礎を強化するため、独占禁止法や経済学等の専門家等の参画を得て、研究活動を

行うほか各種セミナー等を開催している。 

 ２  ディスカッション・ペーパーの公表 

競争政策研究センターでは、競争政策上の先端的な課題について、学識経験者等が、所長、

主任研究官、公正取引委員会の職員等と議論しながら、執筆者の名義・責任の下にディスカ

ッション・ペーパーを公表してきている。令和７年度においては、３本のディスカッション・

ペーパーを公表した（第１表参照）。その内容は競争政策研究センターのウェブサイト

（https://www.jftc.go.jp/cprc/index.html）上に全文が掲載されている。 

 第１表 ディスカッション・ペーパー（令和７年度公表分） 

公表年月日 タイトル・執筆者（注）

1 7. 5.29

「ダークパターンを巡る競争政策及び独占禁止法上の論点」 

菱沼 功（競争政策研究センター研究員、公正取引委員会事務総局経済研究官） 

田中 裕士（競争政策研究センター事務局、公正取引委員会事務総局官房総務課長補

佐） 

関根 真紀子（競争政策研究センター事務局、公正取引委員会事務総局官房総務課長補

佐） 

上續 高裕（競争政策研究センター事務局、公正取引委員会事務総局官房総務課係長） 

吉岡 舞里（競争政策研究センター事務局、公正取引委員会事務総局官房総務課係員） 

2 7.10.24 
「独禁法解釈論における目的とイデオロギーの位置付け」 

宍戸 聖（成蹊大学法学部准教授、競争政策研究センター客員研究員） 

3 8. 2.13

「Oligopoly Competition with Reputation Manipulation」（日本語訳：評判操作と供給寡

占競争） 

安井 佑太（高知工科大学経済・マネジメント学群講師、競争政策研究センター客員研究

員） 

吉本 久維（グラスゴー大学アダムスミスビジネススクール上級講師、競争政策研究セン

ター客員研究員）

（注）執筆者の役職は公表時点のものである。 

https://www.jftc.go.jp/cprc/index.html
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 ３ イベントの開催 

⑴ シンポジウム

競争政策研究センターでは、競争政策に関する国内外との交流拠点の機能を果たすた

め、海外の競争当局担当者や国内外の学識経験者を迎えたシンポジウムを開催している。

令和７年度においては、２件のシンポジウムを開催した（第２表参照）。 

 第２表 シンポジウムの開催状況（令和７年度） 

開催年月日 主催者・共催者等 テーマ・講演者等（注）

1 7.10.31 

[主催者] 

公正取引委員会 

[共催者] 

㈱日本経済新聞社、

（公財）公正取引協

会 

[後援] 

（一社）日本経済団

体連合会 

第 24 回国際シンポジウム「新時代のカルテル・入札談合対策～国内

外の最新研究と実務への示唆～」 

[講演者] 

Joseph Harrington（ペンシルバニア大学ウォートン校ビジネス経

済学・公共政策専攻パトリックＴ．ハーカー

教授） 

Ioannis Lianos（ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン法学部教

授（グローバル競争法・公共政策）、英国競争審

判所委員） 

中林 純（京都大学大学院経済学研究科教授） 

[モデレーター]

青木 玲子（公正取引委員会委員）

[パネリスト] 

Joseph Harrington（ペンシルバニア大学ウォートン校ビジネス経

済学・公共政策専攻パトリックＴ．ハーカー

教授） 

Ioannis Lianos（ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン法学部教

授（グローバル競争法・公共政策）、英国競争審

判所委員） 

中林 純（京都大学大学院経済学研究科教授） 

石井 利江子（滋賀大学経済学部教授、競争政策研究センター主

任研究官） 

渕川 和彦（慶應義塾大学法学部准教授、競争政策研究センター

主任研究官） 
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開催年月日 主催者・共催者等 テーマ・講演者等（注）

2 8. 2.27

[主催者] 

公正取引委員会 

[共催者] 

大阪弁護士会、大阪

商工会議所、（一社） 

電子情報技術産業協

会、（公財）公正取引

協会、神戸大学社会

システムイノベーシ

ョンセンター、神戸

大学科研「プラット

フォームの影響力拡

大に伴う多元的リス

クに対応した次世代

規制の包括デザイ

ン」、京都大学科研

「世界に開かれた日

本独占禁止法データ

ベースを基礎とする

モデル競争法の創

生」

[後援]

（公社）関西経済連

合会

第８回大阪シンポジウム「これからの競争・消費者政策～2030年に向

けて～」 

[講演者・討論者] 

田平 恵（東京都立大学大学院法学政治学研究科教授、競争政策

研究センター客員研究員） 

佐藤 英司（福島大学経済経営学類経済学コース准教授） 

柴田 潤子（神戸大学大学院法学研究科教授、競争政策研究セン

ター客員研究員）

菅久 修一（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業シニアコンサ

ルタント、元公正取引委員会事務総長）

谷本 圭子（立命館大学法学部教授、競争政策研究センター客員

研究員） 

堀江 明子（東洋大学経済学部経済学科教授） 

[モデレーター]

和久井 理子（京都大学大学院法学研究科教授、競争政策研究セ

ンター客員研究員）

[パネリスト] 

田平 恵（東京都立大学大学院法学政治学研究科教授、競争政策

研究センター客員研究員） 

佐藤 英司（福島大学経済経営学類経済学コース准教授） 

柴田 潤子（神戸大学大学院法学研究科教授、競争政策研究セン

ター客員研究員）

菅久 修一（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業シニアコンサ

ルタント、元公正取引委員会事務総長）

谷本 圭子（立命館大学法学部教授、競争政策研究センター客員

研究員） 

堀江 明子（東洋大学経済学部経済学科教授） 

（注）講演者等の役職は開催時点のものである。 

⑵ 公開セミナー

競争政策研究センターは、国内外の学識経験者・有識者を講演者とし、主として学術関

係者を対象として、アカデミックな議論を深めることを目的として、公開セミナーを開催

している。令和７年度においては、１件の公開セミナーを開催した（第３表参照）。 
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 第３表 公開セミナーの開催状況（令和７年度） 

開催年月日 主催者・共催者等 テーマ・講演者等（注）

1 7. 7.25

[主催者] 

公正取引委員会 

[共催者] 

㈱日本経済新聞社、

（公財）公正取引協会 

[後援] 

（一社）日本経済団体

連合会 

第 54 回公開セミナー「フリーランスをめぐる取引の適正化の現状

と展望」 

[講演者] 

小林 慎弥（公正取引委員会事務総局経済取引局取引部フリー

ランス取引適正化室長）

滝澤 紗矢子（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

籔内 俊輔（弁護士法人北浜法律事務所東京事務所パートナー

弁護士） 

[モデレーター]

若林 亜理砂（駒澤大学大学院法曹養成研究科法曹養成専攻教

授、競争政策研究センター主任研究官） 

[パネリスト] 

滝澤 紗矢子（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

籔内 俊輔（弁護士法人北浜法律事務所東京事務所パートナー

弁護士） 

小林 慎弥（公正取引委員会事務総局経済取引局取引部フリー

ランス取引適正化室長）

江藤 寿美怜（公正取引委員会事務総局経済取引局取引部フリ

ーランス取引適正化室長補佐） 

（注）講演者等の役職は開催時点のものである。 

⑶ ＣＰＲＣセミナー

競争政策研究センターは、競争政策上の将来の研究課題の発掘等に資するために、有識

者による講演（ＣＰＲＣセミナー）を随時開催している。 

⑷ ＢＢＬ（Brown Bag Lunch）ミーティング

競争政策研究センターは、将来の研究課題の発掘等に資するために、競争政策の観点か

ら注目すべき業界の動向等について、昼食時間等を利用して、有識者による講演（ＢＢＬ

ミーティング）を随時開催している。

⑸ 事件等解説会

競争政策研究センターは、公正取引委員会が実施した事件審査や実態調査等について

担当者が解説する事件等解説会を随時開催している。 

⑹ 事例等研究会

競争政策研究センターは、所長、主任研究官、公正取引委員会職員及び外部の実務家で

個別の事例等について議論する事例等研究会を随時開催している。 

第２ 競争政策・法執行における経済分析の活用 

公正取引委員会では、独占禁止法違反被疑事件審査、企業結合審査、各種実態調査等にお

いて、経済分析の活用を図っている。 

令和７年度に結果を公表した独占禁止法違反被疑事件審査、企業結合審査、各種実態調査
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等のうち、経済分析を活用し、かつ、その内容を公表したものは、次のとおりである。 

＜企業結合審査＞ 

○ イオン㈱及び㈱ツルハホールディングスの経営統合に関する審査結果について（令

和７年４月 30日公表。第６章第６ １ 参照） 

＜各種実態調査＞ 

○ 企業における独占禁止法コンプライアンスプログラムの整備・運用状況に関する実

態調査及び実効的な独占禁止法コンプライアンスプログラムの整備・運用のためのガ

イドの改訂について（令和７年６月 20日公表。第４章第７参照）

第３ 政策評価等 

 １  政策評価 

公正取引委員会は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号）に

基づき政策評価を実施している。 

令和７年度においては、「スマートフォンにおいて利用される特定ソフトウェアに係る競

争の促進のための措置」の事前評価並びに「取引慣行等の実態把握・改善のための提言」及

び「海外の競争当局等との連携の推進」の計２件の事後評価を実施し、政策評価書を公表し

た。 

 ２ 証拠に基づく政策立案 

⑴ 概要

我が国の経済社会構造が急速に変化する中、限られた資源を有効に活用し、国民により

信頼される行政を展開するためには、合理的証拠の活用等を通じて政策課題を迅速かつ

的確に把握して、有効な対応策を選択し、その効果を検証することが必要である。そのた

め、政府全体で証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）が推進されており、公正取引委員会に

おいても、その実践に取り組んでいる。 

⑵ 令和７年度における取組

令和７年度においては引き続き、行政事業レビューの実施を通じて公正取引委員会の

予算事業にＥＢＰＭを導入し、予算編成過程で活用するなどの取組を行った。 

また、令和６年度において、公正取引委員会は、委託事業者の協力を得ながら、エビデ

ンスに基づいて組織パフォーマンスの最大化に向けた取組を検討・実施するためのエン

ゲージメント調査を実施し、令和７年４月 11日に、調査結果及び調査結果を踏まえた取

組について公表した。 
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（詳細については令和７年４月 11日報道発表資料「令和６年度エンゲージメント調査

結果及び調査結果を踏まえた取組について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090914/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/

2025/apr/250411dai2.html 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090914/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250411dai2.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250501090914/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250411dai2.html



